
歴史にみる多国籍企業の現地経営

第２次大戦前における英国企業の対日投資を中心として
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１．はじめに

歴史上，多数の多国籍企業が対日投資を試みた。1899年から1941年にか

けての鉱工業分野への直接投資をみると，主要なものだけでも41社が日本

市場に進出し，ビジネス活動を展開していた
(1)

。これら企業のなかには，ネ

スレ，IBM，ロイヤル・ダッチ・シェル，エクソン・モービルなどのよう

に，現在まで投資を継続しているものもある。

それでは，これら多国籍企業はどのように日本市場におけるビジネス活

動を展開したのであろうか。そして，経営上の如何なる差異が，日本市場

におけるビジネス活動の成否を決定づけたのであろうか。いうまでもなく，

そこには所有優位，立地優位，内部化，知識移転，企業家精神など，様々

な要因が えられるだろう。
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本稿では，こうした問題を解明するための手掛かりとして，ひとまずは

第２次大戦前に対日投資を試みた英国企業３社の事例を取り上げ，史的

察を加えていきたい。その具体的な企業とは，①石油企業ロイヤル・ダッ

チ・シェルの母体のひとつとなったサミュエル商会，②消費財メーカーで

あるユニリーバの前身企業のひとつリーバ・ブラザーズ社，③ボイラメー

カーであるバブコック・アンド・ウィルコックス社の３社である。

なお，各事例研究は，著者の既存論文を要約し，さらには，その後の研

究成果を加筆し，修正を加えたものである。詳細については，次の各論文

を参照されたい。サミュエル商会：拙著(2007）「英国サミュエル商会のグ

ローバル展開と日本」『経済研究論集』（広島経済大学），第29巻第４号，pp.

113-136．バブコック・アンド・ウィルコックス社：拙著(2003）「英国バブ

コック・アンド・ウィルコックスの初期の対日投資」『星陵台論集』（神戸

商科大学），第36巻第２号，pp.191-210．リーバ・ブラザーズ社：拙著(2002）

「英国リーバ・ブラザーズの初期の対日投資 1910-1925年」『星陵台論集』

（神戸商科大学），第35巻第３号，pp.165-185．ならびに，拙著（2004）「英

国企業の極東戦略と尼崎」『地域史研究』（尼崎市立地域研究史料館紀要），

第33巻第２号，pp.41-57．（学術文献刊行会（2007）『日本史学年次別論文

集 近現代 2004年』，朋文出版，pp.369-377．に再掲載）．

これまで蓄積してきた個別事例研究を，一般化へと導く試論と本稿を位

置づけたい。

２．貿易商社の進化 サミュエル商会

サミュエル商会の海外進出と日本

19世紀後半，国際ビジネスの主要な担い手として，貿易商社が台頭した。

貿易商社は工業製品ならびに資源・農作物の流通に携わった。特に，ヨー

ロッパ企業の動きは活発であった。日本市場においても，早い時期から多

数の貿易商社が進出してきた。1875年時点におけるその数は257社であっ

た。その内訳は，英国系109社，ドイツ系43社，フランス系42社，米国系30
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社，その他33社であった
(2)

。

対外的に開放されたとはいえ，日本市場は外資に対して厳しい規制を残

していた。1899年に条約が改正されるまで，外国人のビジネス活動の場は

横浜，神戸，長崎の一角に設けられた居留地の内に限られていた。居留地

において，外国商人と日本商人との間で商取引が行なわれていた
(3)

。

このような経営環境のなか，日本市場に着目し，進出を決意した企業の

ひとつがサミュエル商会であった。同社は1834年に英国・ロンドンにて古

美術品，骨董品，貝細工を扱う店として誕生した。後に，極東地域をはじ

めとする新興市場に進出し，世界的な規模で貿易活動を展開した。ビルマ・

タイ産の米，フィリピンのタピオカ，カナダの小麦，アメリカの小麦粉，

世界各地の貝 を主要な商品として取り扱っていた
(4)

。

同社は世界的な規模で商取引を行なっていたのにも関わらず，本社組織

は極めてシンプルなものであった。同社のスタッフの数は，わずか「１ダ

ースほど」であったという。同社はシンジケート・システムを採用するこ

とによって，小規模な本社でありながら広範囲に及ぶ商取引を行なってい

た。シンジケートとは，共同販売を行なうための企業連合のことである。

同社はビジネス・チャンスを見つけ出しては新規事業を企画した。その企

画にシティーの大商人，新興のエージェント，コミッション・ハウス，世

界各国の現地商社などを共同出資者として参加させた。これにより，サミ

ュエル商会は自社組織の持つ経営資源の制約を超えて，ビジネスを遂行す

ることが出来た
(5)

。

さて，日本においては1876年にパートナー・シップ形態による横浜支店

が設立された
(6)

。同社の支店長には，社長マーカス・サミュエル（Marcus
 

Samuel）の弟であるサム（Sam）が就任した。彼は約10年間日本に滞在

し，この支店の経営に携わっている。また，サムとともに来日した人物が，

ウィリアム・フート・ミッシェル（William Foot Mitchell）であった。彼

は名門銀行チャータード・バンク・オブ・インデアのミッシェル家と血縁

関係にある人物であった。彼はおよそ30年にわたり日本に滞在し，横浜支
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店の経営に携わっている
(7)

。

なお，サミュエル商会が日本支店を開設したこの年，日本で最初の総合

貿易商社である三井物産が設立された。あらゆる商品をあらゆる地域で取

引するという点で，同社は既存の専門商社と異なった経営を展開した
(8)

。次

第に，外国商社に対する強力な競合企業として台頭していくことになる。

日本における商会ビジネスの進展

サミュエル商会の日本におけるビジネス活動は居留地内において行なわ

れた。同社は日清戦争後には，機械，ラシャ，織物類，砂糖，鉄，石油な

どの輸入，木材，絹手巾・染絹，茶，生糸，魚油，雑穀，羽二重，石炭な

どの輸出に従事した
(9)

。また，貿易事業と関連して，欧米系保険会社の代理

店として，保険の販売も行っていた
(10)

。このほか，輸出米用の包装麻袋を生

産するために，日本企業との合弁で都賀浜麻布会社を設立した
(11)

。

貿易以外に，サミュエル商会は公募債の引き受けも行なっていた。軍事，

水道，築港などの各種公債が，サミュエル商会をはじめとするシンジケー

ト・グループによって引き受けられた。同社はロンドン金融市場と密接な

関わりを持つと同時に，高い信用力，財務能力を有していた。他の外国商

会よりも日本政府と密接な関係を持ってビジネス活動を展開していた
(12)

。な

お，日本において，はじめての多国籍銀行である横浜正金銀行が設立され

たのは1880年のことであった。サミュエル商会は，日本と海外との金融シ

ステムが結びつき始めたこの時期より，金融ビジネス活動を展開していた。

ところで，同社が取り扱う商品のなかに，需要が著しく増加した商品が

あった。石油であった。当時，石油は主として灯火として用いられていた。

アメリカが最大の生産国であった
(13)

。アメリカにおいてはスタンダード・オ

イルが誕生し，同国の石油産業を支配していた。同社は垂直統合型企業で

あった。原油採掘から精製・販売までを一貫して自社で行っていた。所属

企業40社により構成されていた
(14)

。積極的な海外展開も試みており，1893年

に同社の子会社であるソコニーが日本支店を設立している。1900年には，
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日本における国内消費量の70％以上を同社が供給していた
(15)

。

このような状況のなかで，1891年にサミュエル商会はロスチャイルド系

の石油販売会社ブニトから，1900年を期限とするロシア産灯油の東洋市場

での独占的販売権を得た。この時，サミュエルはタンカー船による石油輸

送を企て，スタンダード・オイルとの競争に臨んだ。当時，灯油は輸送中

の火災リスクを回避するために，５ガロンサイズの缶に詰められ，さらに

それを２缶ずつ木箱に梱包し，輸出された。そのため，缶や木箱の製造コ

スト，梱包のための作業コストがかかっていた
(16)

。これに対し，サミュエル

は船体のタンクに直接に灯油を詰めることで，低コスト・大量輸送を実現

しようとした
(17)

。

また，サミュエルは灯油販売のために，シンジケートを組織した。タン

ク・シンジケートにおいては，共同出資・共同利益配分が成文化された。

東洋市場におけるすべての利益と損失を共同勘定とし，シンジケートの参

加メンバー間で分配した
(18)

。これにより，サミュエルは各国においてスタン

ダード・オイルとの価格競争に耐えうる体制を構築した。

石油ビジネスの成長

極東市場における石油消費量の拡大を受けて，1897年にサミュエルはシ

ンジケート組織を改組し，シェル・トランスポート・トレーディング（以

下，シェルと略す）を設立した。彼は一族の持ち株を含めると，半数以上

の支配権を握った
(19)

。シェルはロンドンに本社を置き，数名程度の本社スタ

ッフによって経営された
(20)

。

シェルはグローバル競争における生き残りをかけて，他社との提携を進

めた。1903年，同社はロスチャイルド，ロイヤル・ダッチとの共同出資に

より，アジアチック石油を設立した。アジアチック石油の設立目的は，極

東地域における３社間の競争回避にあった。同社は極東におけるグループ

企業の石油輸送，販売を担った。さらに，1907年には，ロイヤル・ダッチ

とシェルが国際的な企業合同を行い，ロイヤル・ダッチ・シェルが誕生し
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た。出資比率はロイヤル・ダッチ６割に対し，シェル４割であった。

さて，話は前後するが，本社組織のダイナミックな変革を背景に，サミ

ュエル商会の日本市場における石油の販売体制も変化した。初期には，サ

ミュエル商会は市場を関東・東北地方，関西地方，九州地方の３ブロック

に分け，代理店を設置し，石油を供給していた。関東・東北地方を浅野石

油部が，関西地方を神戸のサミュエル商会が，そして九州地方を九州露油

会社が担当していた
(21)

。

しかし，1899年に居留地制度が廃止されると，サミュエル商会は翌1900

年にライジングサン石油（資本金25万円）を設立し，同社に日本国内にお

ける石油輸入業務を譲渡した。ライジングサン石油は代理店・問屋に広域

に与えていた一手販売権を廃止し，新たに全国各地に自社が直接にコント

ロールする支店を設立した。そして，新たに指定販売人を指名し，自らの

統制のもとで石油を供給していった
(22)

。

国内での石油事業の再編は，流通・販売にとどまらなかった。1908年に

は，福岡県西戸崎に製油所を建設し，石油精製を試みた。関税障壁が工場

建設の動機にあった。このように，ロイヤル・ダッチ・シェル体制のもと

で，同社は日本における事業の垂直統合を進めていった。しかし，日本に

おける石油精製事業への進出は失敗に終わった。同製油所は操業からわず

か数年後の1915年に閉鎖されている。

日本での垂直統合の試みは失敗に終わったものの，ライジング・サン石

油はスタンダード・オイルとともに，日本石油市場における主要企業とし

ての地位を築くことに成功した。とりわけ，重油の供給において重要な地

位を獲得した。ライジングサン石油は旭石油などの日系企業を通じて，日

本海軍に重油を供給し続けた。1922年度に，日本海軍は50万トンの重油を

輸入しているが，そのうち，40万トンを旭石油が，残り10万トンを三井物

産が供給している
(23)

。このように，原油の供給者として，ライジングサン石

油は石油市場をコントロールした。この間，日本国内から三井物産，三菱

商事などの財閥系商社が台頭し，石油事業への参入を試みたが，外資の牙
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城を崩すことは出来なかった。1941年時点で，ライジングサン石油は外資

系企業のなかでも最大の資産をもつ企業へと成長した
(24)

。

商会ビジネスの衰退

一方で，石油事業とは対象的に，貿易商としてのサミュエル商会のビジ

ネスは，次第に停滞の様相を示した。サミュエル商会は各種商品の輸出入

に従事していたが，その取引において日本人の売込商との間に種々の問題

を抱えていた。特に1893年に起きた茶簞笥納入を発端とする問題は象徴的

な出来事であった。この問題を機に，雑貨売込商組合はサミュエル商会前

に立番を置き，10年あまりにわたり同業者の出入りを禁ずる措置に出た
(25)

。

また，三井物産，三菱商事，日商岩井，丸紅といった現地商社が台頭す

ると，サミュエル商会のビジネスは苦境に陥った。工業化を進める日本に

おいて，貿易は重要産業のひとつであった。そのために，官民挙げて，国

内企業の育成が図られていた。

このような経緯から，サミュエル商会は関東大震災（1923年）以降は，

輸出入に関するビジネスを中止し，船舶代理と保険業のみを実施した。し

かし，それでも事業は好転の兆しを見せず，最終的に1926年４月30日に支

店を閉鎖している。半世紀にわたる日本での商会ビジネスに幕を下ろした
(26)

。

３．生産財分野における企業の進出 バブコック･アンド･ウィルコックス社

バブコック・アンド・ウィルコックス社の誕生と日本進出

20世紀はじめより，外国企業の対日投資が本格化した。その背景には，

日清戦争後の金本位制の確立，1889年の商法の全面施行，治外法権の撤廃，

外国人の土地所有公認などがあった
(27)

。このような状況のなかで，1907年に

バブコック・アンド・ウィルコックス社（以下，B&W 社と略す）が日本市

場への進出を決意した。

同社はジョージ・ハーマン・バブコック（George Herman Babcock）

と，スティーブン・ウィルコックス（Stephen Wilcox）のふたりの発明家
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の手により誕生した。蒸気ボイラの製造・販売を目的に，アメリカにて設

立された。彼らの発明したボイラは，従来型のボイラと比べて，高い安全

性・耐久性を実現するとともに，低コストでの生産を可能にした
(28)

。

当初，同社のボイラはシンガー・ミシンの工場で製造されていた。やが

て，1873年にニュージャージ州エリザベスポートに自社工場を建設すると，

鋳造から各種部品の生産，塗装，組み立てまで，一貫して自社内で行なう

ようになった
(29)

。また，1881年には，英国グラスゴーに海外支店を設立し，

現地での製品組立・販売に着手した。この英国の子会社は，1891年に本国

本社から独立し，英国法人企業として新たに事業展開している。英国側企

業は技術および販売協定を通じて，アメリカの本家と関わりを保ちながら，

独自の経営を展開していった
(30)

。

B&W 社製のボイラは日本市場においても早い時期から販売されていた。

1887年，ドイツ人の B.A.ムンスター（B.A.Munster）が，横浜市山下町

23番館に店を構え，米国 B&W 社製ボイラを輸入販売していた。彼によ

り，約20年間にわたり，353缶のボイラが販売された
(31)

。しかし，1907年，ム

ンスターは自らの高齢を理由に代理店経営から退き，店舗を英国 B&W 社

に売却した
(32)

。新たに開設された B&W 日本総支社には，英国から技師のH.

E.メトカーフが派遣され，彼のもとで事業展開された。

さて，日本支店開設後，B&W 社は主として２つのルートを通じて製品を

販売した。１つは自社直接扱いによる販売である。同社は1910年に大阪出

張所ならびに九州出張を開設し，全国的な販売網を構築した。そして，も

う１つの販売ルートが現地商社を介しての販売であった。その有力な取引

相手企業が三井物産であった。B&W 社は三井物産とほとんど一手販売の

ような関係を築いた。三井物産の競争相手企業に対しては５～10％ほど高

値で製品を供給した
(33)

。

また，1908年，B&W 社は横浜市磯子にあった禅馬ウォルクスリミテッド

を買収し，同社の子会社とした。製品修理のほか，同工場においては，輸

送中に破損することの多かったストーカやエコノマイザといった鋳造品が
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製造された
(34)

。

大量販売体制の確立

B&W 社は，成長過程にある日本市場に進出し，販売の拡大を試みた。し

かし，販売拡大のためには克服すべき課題が残されていた。法規制の問題

であった。ボイラは重大事故を引き起こす危険性があり，公的機関から設

置許可を得る必要があった。また，年に１度，官庁から派遣される検査官

により，定期検査を受けることが義務づけられていた。これら諸手続のた

めに，ボイラの設置・利用には時間を要していた
(35)

。

これに対し，B&W 大阪支店の技師長トーマス・ケルショウは，官庁の仕

事を民間に代行させる組織として，汽罐保険会社の設立を働きかけた。彼

は鐘紡の技師・高辻奈良造を通じて，瓦斯紡績技師長・芳賀惣次郎と鐘紡

専務・武藤山治に案を進言した。この案は紡績連合会の賛同を得た。そし

て，1907年に第一機関汽罐保険株式会社（資本金50万円）が設立された。

同社の設立に際しては，B&W 社も出資しており，1917年まで役員を派遣し

ていた
(36)

。このように，B&W 社は販売拡張に向け，先進国の制度導入を試み

ている。

B&W 社は日本市場の開拓に成功し，販売台数は年を追うごとに増加し

た。この間，三菱造船所，日立製作所，汽車製造所など，国内企業もボイ

ラの生産を本格化させ，B&W 社の牙城に挑んだ。汽車製造所のように，技

術的には B&W 社製ボイラの性能を上回る製品も作られるようになった
(37)

。

しかし，流通・販売など，総合的な経営において，これら日系企業は B&W

社の能力を上回ることが出来なかった。

国際情勢の変化と現地経営

国内市場において圧倒的な競争力を有していた B&W 社であったが，次

第に単独での事業展開が難しくなった。外資系企業に対する圧力の高まり

がその背景にあった。そこで，1928年，B&W 社は販売において密接な関係
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にあった三井物産に協力を求め，新たに合弁会社・東洋バブコックを設立

した（資本金175万円）。資本金の60％を B&W 社が，40％を三井物産が出

資した
(38)

。

高まる外資排除の動きに対し，外資系企業が取りうる選択肢の一つが外

国色を薄めることであった
(39)

。B&W 社もまたこの代替案を選択し，日本に

おける事業活動を継続した。この選択が功を奏したのか，1930年代におい

ても B&W 社の国内販売シェアは依然として６割から７割を占めていた
(40)

。

B&W 本社の1934年の営業報告書によると，同社の海外事業の多くが為替

管理や政治規制によって厳しい経営を強いられるなかで，日本における事

業活動は依然として良好であったという
(41)

。

日本での B&W 社の事業は引き続き拡大されていった。1935年には，東

洋バブコックの工場敷地は10,960坪，工場事務所398坪，工場面積4,292坪，

工員数800名となっている
(42)

。1941年時点で，同社の資産額はライジングサ

ン，スタンダード・オイル，日本フォード，日本 GM に次ぎ，外資系企業

中第５位（12,598,000円）となっている
(43)

。

しかし，戦時経済統制の高まりは，同社による直接投資の継続を許さな

かった。1939年に，英独間で戦端が開かれると，東洋バブコックは敵性財

産支配法人とみなされるようになった。英国人幹部は相次いで日本から出

国した。また1941年には，敵産管理法の適用を受け，日本政府の管理下に

置かれた
(44)

。このように，B&W 社による現地経営は成功を収めていたもの

の，政治・軍事的な背景から，一時的に事業が中断された。

４．消費財分野における企業の進出 リーバ・ブラザーズ社

新興市場の開拓

日本における工業化の高まりは，生産財のみならず，大衆消費財の需要

も刺激した。大衆市場向け商品として，需要が高まりつつあったものが石

鹼であった。日本においては，近代的工場の出現，人口集中による都市化，

軍隊などの集団生活の開始により，環境衛生が重要な課題のひとつとなっ
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た。

この市場拡大の動きに対し，日本における石鹼販売に着手した企業のひ

とつがリーバ・ブラザーズ社であった。同社は1890年代にイギリスにて誕

生した企業である。同社の創業者であるウィリアム・リーバ（William
 

Hesketh Lever）は，若き頃より家業の食料雑貨に携っていた。彼は1875

年に商標法が施行されると，「サンライト」という商標を取得し，自社ブラ

ンドでの石鹼販売に乗り出した。この石鹼は従来の棒石鹼とは異なり，型

打ちされた石鹼であった。見栄えを良くし，香りを保つために，紙に包装

されて販売された
(45)

。彼の石鹼は消費者に受けいれられ，販売量が拡大して

いった。1889年にはポートサンライトに大規模な工場を建設し，石鹼の大

量生産に着手するに至った。1890年代初頭からは，カナダ，オーストラリ

ア，オランダ，ベルギー，ドイツ，南アフリカ，アメリカなど，各国に次々

と販売代理店を設立した。また，1890年代後半からは，世界各地に工場を

建設し，現地生産に着手した
(46)

。

さて，日本においては1905年に小林商店（現在のライオン）の創業者で

ある小林富次郎との間に，東洋一手販売契約が結ばれ，リーバ・ブラザー

ズ社製石鹼が販売された
(47)

。日本における販売は好調で，舶来石鹼のシェア

の過半を占める勢いであった
(48)

。

しかし，間もなく，リーバ・ブラザーズ社は日本における現地生産を決

意した。関税障壁が対日投資の契機となった。ただ，同社の現地生産の目

的は，単に日本市場での販売を目的としたものではなかった。対日投資の

もうひとつの目的には，現地市場における原料の確保があった。日本にお

ける原料として着目されたものが魚油であった。当時，日本は魚油の世界

的な生産国であり，世界各国に輸出していた。硬化油技術の発達にともな

い，魚油から石鹼やマーガリンの生産が可能になると，魚油は植物性油脂

の代替品として注目されるようになった
(49)

。

このように，リーバ・ブラザーズ社は販売市場として，また原料の供給

市場として，日本市場に着目し，進出を企てた。1910年，同社は兵庫県尼
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崎市に55,000坪の土地を確保し，工場を建設した
(50)

。新規設立したこの企業

は「日本リーバーブラザーズ株式会社」（資本金150万円）の商号を取得し

た。

日本におけるビジネス活動の展開

当初，リーバ・ブラザーズ尼崎工場においては，10名ほどの英国人が滞

在し，経営にあたった。創業時の日本人従業員の数は150～160名ほどであ

った。尼崎工場においては，石鹼のほかにも，硬化油，グリセリンが生産

されており，そのための工場設備が本国から運び込まれた。

石鹼工場には，６個の鹼化釜が備え付けられた。１ヵ月あたりの生産量

は，洗濯石鹼が1,200トン，化粧石鹼が120トンであった
(51)

。ベルベット，ア

ーク，スワン，シタデル，トーパズといった銘柄の商品が生産された
(52)

。

硬化油工場には，最新の硬化油製造装置が持ち込まれた。硬化油技術は

液体油脂から固形油脂を作り出す技術である。リーバ・ブラザーズ尼崎工

場においては，魚油を主原料に硬化油が生産されていた。その年間生産量

は17,000トンであった。そのほとんどは同社工場内で使用されており，５

割から６割ほどの硬化油に２割ほどの大豆油を混合して石鹼を生産してい

た
(53)

。

また，グリセリン工場には，日本においてはまだ珍しかったグリセリン

精製装置が導入された。石鹼の原料となる油脂が，脂肪酸とグリセリンの

化合物であることから，副産物としてグリセリンが生産されていた。グリ

セリンはダイナマイト，タバコ，化粧品といった商品の原料となった。対

日投資を行う以前から，リーバ・ブラザーズ社は相当量のグリセリンを日

本に輸出していた
(54)

。グリセリンは時には石鹼よりも利益をもたらす商品で

あり，同社の経営において重要な商品のひとつであった。

このように，リーバ・ブラザーズ社は大規模・最新鋭の機器を日本に持

ち込んだ。原料の精製から最終製品の生産まで，一貫した生産体制が構築

された。同社尼崎工場は，東アジアにおいて最大規模・最新鋭の工場であ
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った。

一方で，同社は日系企業との提携も行っていた。1913年に大阪の化粧品

メーカー・桃谷順天堂と提携し，「美顔石鹼」が開発された。自社製品のみ

ならず，他社との関係を構築し，日本におけるビジネス活動を展開した。

しかし，興味深いことに，日本市場におけるリーバ・ブラザーズ社製石

鹼の販売量はそれほど多くはなかった。同社は海外市場に力を注いでおり，

特に中国市場に向けて製品を輸出していた
(55)

。

ビジネス活動の失敗そして撤退

リーバ・ブラザーズ社は，日本に最先端の技術を持ち込み，ビジネス活

動を展開した。しかし，同社のビジネスは創業から２，３年をピークに，

次第に停滞し始めた。第１次大戦前後の約10年間は，本国から輸入したグ

リセリンを販売し，工場経費を賄うような状況であったという
(56)

。なぜ，同

社の現地経営は失敗したのであろうか。

その理由の１つとして えられることに，硬化油事業における失敗が

えられる。リーバ・ブラザーズ尼崎工場においては，日本産の魚油を原料

に硬化油を精製していた。しかし，搾油技術が遅れていた日本においては，

豊漁の時には搾油が追いつかず，腐らせてしまった魚を精製することがあ

った。そのため，魚油の品質が低かった。それにも関わらず，リーバ・ブ

ラザーズ尼崎工場では，本国のマニュアル通りに魚油から硬化油を作りだ

していた。その結果，この硬化油によって作られた石鹼は，時間が経つに

つれて臭気をおび，変色したようである
(57)

。

また，硬化油事業においては，リーバ・ブラザーズ尼崎工場のプラント

が動き出した後から，横浜魚油，鈴木商店といった企業が新規に参入して

きた
(58)

。これら企業は，関連事業の多角化を進めることによって参入してき

ており，原料となる魚油に有利にアクセスすることができた。そのために，

リーバ・ブラザーズ尼崎工場は，原料不足に陥ったのであった
(59)

。

リーバ・ブラザーズ社の現地経営が失敗に終わったもうひとつの理由と
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しては，現地市場における競争の激化が えられる。花王の長瀬商会，ラ

イオンの小林商店，ミツワの丸美屋などが石鹼事業の競合企業として台頭

した。また，グリセリン分野においても，1911年に長瀬商会がグリセリン

回収に成功したのを皮切りに，政府支援を受け設立された日本グリセリン

工業が生産に乗り出した
(60)

。競合企業の台頭により，リーバ・ブラザーズ社

の現地経営は停滞し始めた。

このように，本国本社の所有優位を背景に現地経営に着手したものの，

リーバ・ブラザーズ社の日本における経営状況は厳しかった。そして，本

国本社の経営危機もあり，1925年，リーバ・ブラザーズ社は日本市場から

撤退した。

５．英国企業の現地経営

以上，第２次大戦前に対日投資を試みた英国企業３社の事例を見てきた。

英国企業は日本において多様な意思決定を行ってきた。その結果は企業成

長にさまざまな影響を及ぼした。本節では，これら事例研究から読み取れ

る意味を確認し，総括としたい。ひとまず先に，英国企業の持つ所有優位

についての分析を試みたい。それを踏まえた上で，現地市場における競争

優位の構築について 察を加えていきたい。

所有優位の移転

ある国の企業が自国を離れて海外市場でビジネス活動を展開することは

容易なことではない。現地企業と比べて，現地国の政治，経済，法律，文

化，市場動向に関する情報や知識が乏しいことがその原因のひとつにある。

外国企業であることの不利を克服するためには，現地企業を上回る所有優

位ないしは競争優位を保有する必要がある
(61)

。

では，その所有優位の源泉となるものは如何なるものであろうか。所有

優位の要素について，ジョーンズは次のようなものを挙げている
(62)

。優れた

技術，情報，知識，ノウハウなどへのアクセス，卓越したマネジメントと
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組織の技術，ファイナンスへのアクセス，企業規模から生じる優位性，原

材料への特権的アクセス，多国籍的展開から生じる優位性などである。た

だし，所有優位だけでは，多様な代替案のなかから，企業が対外直接投資

を選択した理由を説明することはできない。所有優位に加えて，立地要因

を統合して えなければならないという。立地要因には，関税障壁，受け

入れ国の政策，受け入れ国市場の特質，労務費，資源などがある
(63)

。

さて，対日投資を試みた英国企業３社は，如何なる所有優位を持って，

現地企業との競争を試みたのであろうか。以下に３社の事例を検討してみ

よう。

⑴ サミュエル商会の所有優位

まず，サミュエル商会の優位性はファイナンスの分野において見られた。

ロンドン金融市場へのアクセス，特に，チャータード・バンク・オブ・イ

ンデアのミッシェル家と血縁関係にあるウィリアム・フート・ミッシェル

の存在は，日本における公募債引受事業において重要な役割を果たした。

また，タンカー船団による輸送という流通におけるイノベーションは，

輸送コストの低減を実現した。さらに，タンク・シンジケート，そしてそ

れに続く，ロイヤル・ダッチ・シェルグループの組織化は，世界各地で価

格競争に対応できる体制を構築した。つまり，リスクを分散する能力とな

った。ロイヤル・ダッチ・シェルグループが保有していた油田が，競合企

業に対する所有優位となっていたことも見逃してはならない。このように，

石油ビジネスにおいて，サミュエル商会はさまざまな所有優位をもってビ

ジネス活動を展開していたと えられる。

一方で，サミュエル商会が有していた所有優位には，世界的に張り巡ら

された同社代理店の存在があった。これら企業との取引関係のなかから情

報や知識へのアクセスがあったと えられる。貿易商社にとって，知識や

情報は，交渉や取引にかかる諸コストを低減するための資源となる。先代

から引き継がれた信用や評判によって，サミュエル商会は世界各地の代理
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店との間に取引関係を形成していた。

しかし，日本において，この優位性が長期にわたり有効であったかどう

かは疑問が残される。サミュエル商会は，半世紀にわたり日本におけるビ

ジネス活動を展開していたものの，機会主義的な行動から生じる様々な問

題に苦悩していた。やがて，国内市場から総合商社が台頭すると，市場撤

退を余儀なくされた。したがって，同社のもつ情報や知識へのアクセスが，

どの時期まで国内の競合企業に対して競争優位をもっていたのか，さらに

詳細に調査する必要があろう。

⑵ B&W社の所有優位

B&W 社においては技術的な優位性が注目される。すなわち，互換性部品

を利用することで実現した標準製品の大量生産である。製造業分野での歴

史上最初の多国籍企業であるシンガー・ミシンとの関係のなかから，この

技術は洗練されていった。この歴史的な接点は，同社のその後の世界展開

に大きな影響を与えた。また，米国本社からの独立後も，英国 B&W 社に

対しては，先端技術が供給されており，これにより競合他社に対する技術

的な競争優位を維持しえた。同社は重要な技術を英国本国に保有しており，

日本においては，その一部が移転されたに過ぎなかった。結果的に，技術

流出を防ぐことになった。

また，同社が築いたブランド力は，技術が標準化するなかで，他社との

差別化において重要な意義を持ったと思われる。ただし，ブランドは「ス

テイクホルダーの脳に埋め込まれた企業や製品のイメージ
(64)

」であることか

ら，本国本社のブランドを等価値のままに現地市場に移転することは困難

である。したがって，現地市場において，ステイクホルダーに対してブラ

ンドを構築し，維持するオペレーションが必要となる。B&W 社において

は，第一機関汽罐保険会社の設立などにみられるように，先進国の制度が

導入され，安全性に対する取り組みがなされていた。このような事業活動

の積み重ねが顧客の信頼を獲得したと えられる。さらに，現地市場にお
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いて制度導入を働きかけることの出来る人的資源，ここではトーマス・ケ

ルショウが存在していたことにも注意を払う必要がある。

このように，B&W 社は多くの所有優位をもって，ビジネス活動を展開し

た。結果的に，同社は日本ボイラ市場において主導的な地位を築くことに

成功した。

⑶ リーバ・ブラザーズ社の所有優位

リーバ・ブラザーズにおいても，本国本社から所有優位が移転された。

ただし，同社の現地経営は短命に終わっているため，ここで得られる知見

は，むしろ成功企業の所有優位を再 するために役立つと思われる。

さて，リーバ・ブラザーズ社が持ち込んだ所有優位としては，先端の機

械設備が挙げられる。大規模な石鹼製造設備をはじめ，グリセリンや硬化

油の製造技術が持ち込まれた。原料の精製から最終製品の生産まで，一貫

した生産体制が構築された。しかし，技術的な問題，原料確保の問題から，

同社の経営は上手くはいかなかった。ノウハウを現地市場に持ち込むだけ

では，優位性とはならなかった。つまり，現地市場における適合において

失敗していた。また，現地企業に技術的なキャッチアップを許したことか

ら，原料となる魚油へのアクセスにおいても不利な立場に追いやられた。

商標により保護された世界的な商品ブランドも，所有優位のひとつであ

ったと えられる。しかし，日本市場における同社の販売量は決して多く

はなかった。本国からの輸出の段階においては，同社は高い品質を維持し，

舶来石鹼における高いシェアを獲得した。だが，現地で生産された石鹼の

品質が低下すると，ブランドを維持することが困難となった。本国本社か

ら移転されたブランドは，必ずしも海外市場において本国と同等の価値を

保つことが出来なかった。

以上のように，リーバ・ブラザーズにおいては，同社の持つ所有優位が

必ずしも現地市場で発揮されなかったことが確認された。
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現地市場における優位性の構築：ネットワークの存在

では，日本市場において，本国本社がもつ所有優位を競争の場で発揮で

きた企業と，逆に発揮できなかった企業の差異はどこにあるのだろうか。

結論から言えば，現地市場におけるネットワークの存在が重要な要因のひ

とつとして えられる。

企業活動の繁栄と，ネットワークの「スモールワールド化」の関係につ

いては，これまでネットワーク論者のなかから種々の議論がなされてきた
(65)

。

つまり，認知限界と資源の制約を超えて繁栄するためには，日常的な関係

のネットワーク（西口の言葉を用いれば「近所づきあい」）と，普段は付き

合いのないところとのネットワーク（西口の言葉を用いれば「遠距離交際」）

の二つのバランスをとることが重要となる。個人や組織はネットワークを

リワイヤリング（情報伝達経路のつなぎ直し）することで，ネットワーク

のトポロジー（構造，形態）を変化させることができる
(66)

。このようにして

築かれたスモールワールド・ネットワーク化された世界では，冗長性のな

い情報と機会を利用することが可能となる。結果的に，ビジネスの繁栄へ

とつながるのである。なお，人と人のネットワークを作動させるためには，

相互の「信頼関係」が必要となる。また，リワイヤリングのしやすさは，

マクロ的状況に左右されることになる
(67)

。

では，対日投資を試みた各々の英国企業は，本国本社とのネットワーク

（近所づきあい）の他に，どのような現地市場におけるネットワーク（遠

距離交際）を築いたのであろうか。

まず，サミュエル商会が母体となった石油ビジネスは，自社のコントロ

ールの及ぶ代理店を構築した。また，日本企業への原油供給者として自社

を位置づけ，その関係の維持に努めた。このように，現地企業との関わり

をもつことで認知限界を克服した。外資としての不利を補うことに成功し，

ネットワークの分断を回避した。

B&W 社においては，三井物産との一手販売関係により，同社とのネット

ワークを構築した。その後の合弁企業設立は，政治的なリスク回避につな
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がった。また，トーマス・ケルショウが結節点となり設立した第一機関汽

罐保険会社は，B&W 社の国内事業を強化することになった。このようにし

て，同社は国内市場における主導的な地位を築いていった。その後，国内

企業が台頭し，技術的なキャッチアップを図られたものの，その牙城を崩

されることはなかった。

これらとは対照的に，サミュエル商会の貿易ビジネスにおいては，日本

商人との商取引関係に問題が生じた。つまり，ネットワークが分断されて

いた。次第に，国内市場から総合商社が台頭すると，市場シェアを奪われ

はじめた。最終的に，商会ビジネスは船舶代理と保険業のみに特化せざる

を得なくなった。そして，半世紀にわたるビジネスに終止符を打ち，撤退

した。

また，リーバ・ブラザーズ社においては，一貫生産体制の能力を有して

いたものの，現地市場における原料特性に関する知識の欠落から，技術的

な問題を抱えていた。つまり現地における他のプレイヤーとのネットワー

クが分断されており，情報の獲得に失敗した。さらに，魚油の確保におい

ても，上手く供給体制を築くことが出来ず，サプライチェーンが寸断され

た。

このように，日本市場における現地経営に成功した企業と，失敗した企

業には，現地市場におけるネットワークの形成（遠距離交際）が重要な影

響を与えていたように思われる。ただし，太平洋戦争の勃発というマクロ

的状況の変化によって，成功企業もリワイヤリングが難しくなり，ネット

ワークが遮断されている。一時的に対日ビジネスは中断されている。

６．さいごに

以上，本稿では，第２次大戦前における英国企業の対日投資を取り上げ，

察を加えてきた。本節では，本稿で明らかになった点をいくつか取りま

とめ，結びとしたい。

まず，日本市場においては，幕末開国後より対日投資が生じた。初期に
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は，貿易商社が中心となり，ビジネス活動を展開している。貿易商社のな

かには，サミュエル商会のように，石油企業へと進化するものもあった。

やがて，国内市場の競争激化とともに，外商の競争力が低下すると，国内

市場からの撤退が相次いだ。しかし，石油ビジネスのように，国内外の企

業とのネットワーク構築に成功した事業は成功をおさめ，投資を継続する

ことができた。

また，20世紀初頭より，製造業による対日投資も生じた。B&W 社のよう

に，生産財を製造する企業も日本市場に進出してきた。同社は，三井物産

や鐘紡といった国内企業との関係構築に成功し，事業を継続することがで

きた。後に技術的なキャッチアップを図られるが，日本市場における地位

は揺るがなかった。

リーバ・ブラザーズ社のように，消費財分野における対日投資も生じた。

同社は国際企業としての階段を駆け上がっていた企業である。しかし，日

本市場においては，原料に関する知識不足による技術的な問題，競合企業

の台頭によるサプライチェーンの寸断により，事業は失敗した。

このように，英国企業の現地経営には，経営成果にさまざまな結果が生

じた。これら企業は所有優位を持って，対日投資を試みていた。しかし，

本国本社からのネットワーク（近所づきあい）に加えて，現地企業とのネ

ットワーク（遠距離交際）を構築できなければ，所有優位は有効に機能し

なかった。外国資本企業としての不利を克服できなかったのである。本稿

では，これらの結果を事例研究を比較することにより確認した。
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